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1.
本モジュールでは、権限ある当局が、他方の権限ある当局に個別の情報の提供を要請する状況について述べる。通常、要請される情報は、ある納税者の特定課税年度における租税債務額の調査、照会または査察調査に関係している。要請に基づく情報交換は、いくつかの段階あるいはステップに分けることができる。本節では、これらの各ステップに関する手引きを提供する。
· ステップ 1：要請の準備および送付
· ステップ 2：要請の受領およびチェック
· ステップ 3：要請された情報の収集 

· ステップ 4：要請への回答
· ステップ 5：フィードバックの提供
ステップ 1：要請の準備および送付
予備的考察
2.
要請を送付する前に、締約国は、不相応に大きな困難が伴うものでない限り、当該情報を収集するために自国領域内で利用できるあらゆる手段を試みるべきである。要請する前に要請国がすべき努力には、例えば、インターネットあるいは役に立つなら商用データベースを使って、あるいはその国に居住する外交スタッフに公開情報を入手させるなどの方法によって、自ら他の締約国に関する情報を収集することが含まれる。OECDは、権限ある当局が外国で入手可能な情報を特定する助けとなるように、海外情報源に関するリファレンスガイドを開発した（www.oecd.org/taxationを参照）。
要請の形態
3.
権限ある当局による要請は書面で行うべきである。しかし、緊急の場合には調査を開始するために、それが適用される法規および手続きの下で認められるならば、口頭で要請することも認められる。ただし、追って確認書を送付しなければならない。早くて安全な電子的情報交換方法に対する加盟国の要望に応えて、OECDは、電子メールメッセージの添付書類の暗号化を用いた、秘密情報の送信手続を開発した。
要請の内容
4.
要請は、完全かつ総合的な方法で作成することが重要である。権限ある当局は、要請の受領者の立場に立ち、自分が要請の受領者であれば重要と考えるであろう情報を、要請の中に含めるべきである。要請は、それを受領する権限ある当局が、要請側締約国のニーズを十分理解でき、最も効率的に対処できるよう、できるだけ詳しく記載されるべきであり、関連する事実をすべて含んでいなければならない。要請が不完全だと、要請に適切に答えるために外国の権限ある当局がより詳しい情報を要求しなければならなくなり、遅延が増加する可能性がある。また、一部の国では、情報入手手続の実行に必要な情報のチェックリストを作成していることに注意されたい。詳しくは、モジュール「情報交換に関する国別プロフィール」を参照のこと。
5.
あらゆる事例は、特定の事実および状況が相違しているが、以下の「要請に含めるべき項目のチェックリスト」は、何を要請に含めれば良いかについての手引きである。チェックリストの項目をすべて収集しようとして情報交換が遅れるべきでないこと、略語や頭字語の使用は避けるべきであること、他の関連する情報を追加しても良いことに注意。
1. それに基づいて当該要請がなされている法的根拠への参照。
2. 要請側の税務当局が、自国の領域で不相応に大きな困難が伴う手段でない限り、利用できるあらゆる手段を試みたことを確認するステートメント。
3. 要請が要請側の法令および行政法上の慣行に従ったものであり、税務当局が自国内であれば収集できた情報であり、当該要請が依拠している法的文書に従うものである旨のステートメント。
4. 調査または査察調査対象者（一名または複数名）の身元：名前、生年月日（個人の場合）、配偶者の有無（関連する場合）、納税者番号（TIN）および住所（もしわかれば電子メールまたはインターネットのアドレス）。
5. 当該調査または査察調査に関係する外国の納税者もしくは事業体の身元、および知られている範囲で、調査または査察調査対象者とそれらの者との関係：名前、配偶者の有無（関連する場合）、納税者番号（TIN）および住所（もしわかれば電子メールまたはインターネットのアドレス）、法人であれば登録番号（もしわかれば）、関係者間の関係を表すチャート、ダイアグラム他の文書。
6. 当該情報に仲介者を経由した取引または支払いが含まれる場合、仲介者の名前、住所、および納税者番号（TIN）（もしわかれば）、さらに、銀行情報が要請されており、わかる場合には銀行支店名および銀行口座番号。
7. 情報提供を求める税務上の目的、照会の由来、要請の理由、要請された情報が被要請国の領域内に保持されているか被要請国の法域内の者の管理下にあると信じる根拠等を含む関連する背景情報。

8. 要請国における手続の段階、特定された問題、調査は刑事的な性格のものか単に行政的性格のものか、刑事上の帰結も持つものなのか。国内法令を参照する場合には、外国の権限ある当局は要請国の法律に精通していないと思われるので説明を加えることが有用である。
9. 要請する情報とそれらを必要とする理由。関連情報も特定すること（例えばインボイス、契約）。

10. 租税条約の文脈において、当該要請は租税条約の適用、または国内法管理もしくは執行のいずれに関するものなのか。
11. 関係税目、調査対象期間（開始年月日、終了年月日）、および情報の提供を要請する課税期間（調査対象期間と異なる場合にはその理由）。

12. 数値に言及する際は通貨を明示すること。

13. 回答の緊急性。急を要する理由を述べ、適切な場合には、それを過ぎれば情報の有用性が失われてしまう日付を記載する。
14. 可能な場合には翻訳が提供されるべきかどうか（緊急な場合に翻訳不要と記載すれば情報交換のスピードは上がる）。

15. 文書または銀行記録が要請されている場合には必要な認証のタイプ（もしあれば）。
16. 当該情報が裁判で使用される可能性があり、適用される証拠規則によって情報が一定の形式を取るものでなければならない場合には、他方の権限ある当局にその形式が示されなければならない。
17. 当該納税者へ通知することを避けるべき理由があるか（例えば通知によって調査が脅かされる）。
18. 必要な場合に連絡すべき税務職員の名前、電話番号、ファックス番号、電子メールアドレス。ただし権限ある当局の一員でなければならない。

6.
上記2、3で言及されているステートメントは、モデル協定に基づいて情報交換を行う場合必須である。第26条に基づいて情報交換を行う場合は、それらのステートメントは任意であり、含めるべきかどうかは個別の状況による。相互主義に関しては、モジュール「情報交換の一般的法的側面」における議論も参照のこと。
言語
7.
権限ある当局による要請は、シンプルで明瞭な方法で作成されなければならない。要請は要請国の母国語で準備し、実行可能なら、被要請国の言語または共通の第三言語への翻訳文を付けるべきである。あるいは、それが有効な情報交換を促すのであれば、被要請国の言語または共通の第三言語だけで要請を作成しても良い。現地レベルにおける外国語のスキルが十分でなければ、いかなる翻訳も要請国の権限ある当局に委ねられるべきである。
8.
情報要請に回答する際に、契約書、商業通信文、インボイス等添付文書の翻訳で特別な問題が生じる可能性がある。被要請国が翻訳を提供しない場合、実行可能なら、要請国が要請に無関係な情報の翻訳に不要な時間をかけなくても良いように、被要請国は添付文書中の関連部分を特定して提供すべきである。 

手続き
9.
税務調査官は、当該要請を通常の公式ルートを通じて自国の権限ある当局に送らなければならない。権限ある当局は、要請が必要なすべての要件を満たしていることを確認後、外国のカウンターパートに送付する。
情報要請の時効に対する影響
10.
一部の国（例えばフランス）では、税務調査が必要な事件に関して情報要請を送付した場合、時効は停止する。税務調査官はこの点に関する自国の規則について触れるべきである。
ステップ 2：要請の受領およびチェック
11.
権限ある当局は、要請を受領したことをできるだけ早急に相手方に知らせるべきである。権限ある当局は、次に要請が妥当で完全なものであるかどうかをチェックする。すなわち当該要請について以下の確認を行う。
· 適用される情報交換規定に示されている条件を満たしている
· 権限ある当局によって署名され、処理に必要なすべての情報を含んでいる
· 当該要請が依拠している法的文書および被要請国の関連法に照らして、要請された情報は提供できる性格のものである
· 当該納税者を特定できる十分な情報が与えられている
· 要請の内容を理解できる十分な情報が与えられている
12.
要請が妥当で完全なものであるかどうか検討する過程で、権限ある当局は要請を拒否する理由があるかどうかについても検討する（モジュール「情報交換の一般的法的側面」の「情報交換の限界」についての議論を参照）。プロセスの後の方でそのような理由が出てきて（例えば当該情報は弁護士依頼人間秘匿特権によって保護されているとの主張によって情報入手の試みが拒否される等）その段階で考慮しなければならない場合があることにも注意。
13.
権限ある当局は、当該要請が妥当でないか不完全なものであると結論を出した場合には、要請に何が欠けていたかを、要請側締約国にできるだけ早く通知すべきである。要請が妥当で完全な場合、受領側の権限ある当局は自ら情報を収集するか、当該要請を必要な調査および情報収集権限を持つ当局者に伝える。一部の国では、権限ある当局が地方税務署に対して情報収集を指示し報告期限も設定できる。
14.
権限ある当局は、カウンターパートの代表者を招いて要請の内容を明確にしても、当該納税者との面会に付き添っても良い。税務調査に立ち会うことすら可能である。これは被要請国にとって、費用とリソース投入の負担を軽減するための有用なオプションである。さらに詳しい情報についてはモジュール「海外税務調査」を参照のこと。
外国の現場調査官から直接受領した要請
15.
権限のない情報交換は調査または訴追の成功を脅かす可能性がある。自国の権限ある当局の権限委譲と、外国の権限ある当局の承認がない限り、現場調査官には外国のカウンターパートと直接に情報交換を行う権限がない。調査官が自国あるいは両方の国の権限ある当局をバイパスした要請を受領することは起こり得るが、このような場合、調査官は直ちにそれを自国の権限ある当局に伝え、回答は、適切な権限ある当局を通じてなされるべきである。権限ある当局は要請を拒絶することもできるし、当該要請が処理に値するものかどうかを相手方に尋ねることもできる。処理に値する場合、外国の権限ある当局は通常の手続に従って新たに要請を作成するが、調査官はそれを待たずに情報収集を開始しても良い。モジュール「情報交換の一般的法的側面」におけるこの点についての一般的議論も参照のこと。
ステップ3：情報の収集
16.
情報交換は義務的であり、迅速で包括的な回答を行うことにより逆の状況において同様の扱いを受ける一因となるので、他国のための情報収集は優先的に扱うべきである。情報が入手できない場合は、権限ある当局を介して、できるだけ早急に他方の締約国にその旨を通知すべきである。
17.
ほとんどの国において、当該情報をあたかも国内の租税目的のために調査するように収集することが重要な原則となっている。要請される情報には以下の二種類がある。
· すでに税務当局が自由に使える情報（税務申告書、申告所得、控除された費用等）。
· 権限ある当局に入手可能だが、時間のかかるアプローチ（例えば、納税者との面接、税務調査の実施、銀行等第三者からの情報入手等）が必要な情報。特に要請がなくても、要請国に役立つ可能性のある追加情報があれば、それらも回答に含めるべきである。
18.
現場または権限ある当局のレベルで言語スキルがある場合は、時間節約の手段として回答の要請国言語への翻訳を作成することも考えられる。契約書等の文書を同封する場合に翻訳を提供できなければ、それらの文書の関連部分を特定して提供すべきである。原簿の認証済み写しの提供等、要請国の証拠規則または他の法的要件を満たす形式での情報提供が要求されている場合には、要求に応える努力を（国内法令の下で可能な範囲で）すべきである。
ステップ4：要請への回答
19.
権限ある当局は、収集された情報に基づき、要請された情報に対する回答を作成する。一部の国では、地方税務当局も回答を作成できる。その場合権限ある当局はチェックのみ行なう。国内法令により規定され例外規定がない場合、権限ある当局は納税者に通知する。通知の必要がなければ、当該情報は、情報利用の制限に関する言及とともに、外国の権限ある当局に伝えられる。情報が企業秘密にかかわる場合、権限ある当局が他方の権限ある当局に連絡を取り、情報の利用方法と、かかる企業秘密を守るために相手国がその国内規定に基づいて講じ得る手段を定めることも考えられる。 
回答に含めるべき項目のチェックリスト
20.
あらゆる事例は特定の事実および状況が相違しているが、以下の「回答に含めるべき項目のチェックリスト」は、何を回答に含めれば良いかについての手引きである。チェックリストの項目をすべて収集しようとして情報交換が遅れるべきでないこと、略語の使用は避けるべきであることに注意。
1. それに従って当該情報が提供されている法的根拠への参照。
2. その回答として当該情報が提供されることとなった要請への参照。
3. 文書（例えば、記録、契約書、インボイス）の写し、ならびに特に要請はなかったが、要請と一緒に提供された情報に基づき、有用と思われる情報を含む要請された情報。国内法令を参照する場合は、外国の権限ある当局は要請国の法律に精通していないと思われるので、説明を加えるべきである。
4. 妥当な場合、なぜ一部の情報が提供できなかったか、あるいは要請された形式では提供できなかったかについての理由の説明。要請された形式で情報を提供できなくても情報提供義務の履行に影響しないことに注意。
5. 金額に関しては通貨、税金が差し引かれているかを表示し、税金が差し引かれている場合には税率および税額を示す。 

6. 情報収集のためにどのような処置を取ったか。
7. 情報を提供する課税期間。
8. この情報交換について当該納税者または第三者に通知済みかどうか。
9. 情報の受領について当該納税者に通知して良いか、異議があるか。
10. 提供情報（例えば送達状）の全部または一部を当該納税者に開示することに異議があるかどうか。
11. 情報の有用性に関するフィードバックを要求するかどうか。
12. 当該情報の利用は適用される守秘義務規定に従って行なわれなければならないことへの注意喚起。（例えば、提供された情報に適用される守秘義務規定への参照文を押印するなど）
13. 必要な場合に連絡すべき税務職員の名前、電話番号、ファックス番号、電子メールアドレス。ただし権限ある当局の代表者でなければならない。
標準目標時間
21.
税情報の入手に必要な時間は情報がタックスファイルにあるか、調査および/または第三者と接触する必要があるかに依存する。当然、調査および/または第三者との接触によって情報を収集する方がより時間がかかる。しかし、権限ある当局は、要請受領後90日以内に情報を提供すべきである。90日以内に情報を提供できない場合には、被要請国の権限ある当局は、他方の権限ある当局に通知し、90日以内に情報を提供しなかった理由を説明すべきである（例えば必要な訴訟手続が完了していない等）。この根底には、要請する側の権限ある当局は、90日以内に情報を受領するかその期間の終わりまでに少なくとも現状報告を受けられるという考え方がある。
  
ステップ5：フィードバックの提供
22.
権限ある当局間の定期的で、タイムリー、かつ包括的なフィードバックは、次の理由により重要である。
· 将来の情報交換の質を改善できる
· 情報を提供する調査官のモチベーションを高めることができる
· 情報交換の有用性の指標としての役目を果たすので、権限ある当局が必要なリソースを入手する上で有用である 
23.
要請側の権限ある当局は、適切な場合、被要請側の権限ある当局へ提供情報の有用性について、フィードバックを行うことを考慮すべきである。被要請側の権限ある当局へのフィードバックには、例えば、追加された税額、発見された租税回避方法、税務当局に対する当該情報の有用性についての全体的評価等を含める。被要請側の権限ある当局は、次に、要請された情報の収集を担当した税務当局スタッフに受領したフィードバックを提供するかどうか考慮すべきである。例えば、地方税務当局のスタッフが短い時間の枠内で、要請された情報の収集のために多大な時間を費やした場合、要請側の権限ある当局は、当該地方税務当局のスタッフが将来の要請で同様の献身を示してくれるようにモチベーションを与えるため、フィードバックを提供すべきであろう。
情報要請の例
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送付先
X国の権限ある当局    







　　Y国の権限ある当局

租税課長









租税課長　殿


1234 Tax Boulevard

567 Free Street

Capital city 21OO1 X国







Freedom City 34002 Y国
電話/ファックス
参照番号 CA/10 01 04 U
2004年1月10日
調査対象納税者：PC Company

納税者番号： 89 67 89 02 

     56 A Street

     Blueville 10001 

     X国
調査対象課税年度：  

01/10/00 ‑ 30/09/01

01/10/01 ‑ 30/09/02

01/10/02 ‑ 30/09/03

情報を要請する年度：  同上
Y国の権限ある当局　御中
件名：
X国とY国の間の租税条約第26条に基づく情報提供の要請


両国間の租税条約第26条に基づきこの情報提供の要請を提出致します。われわれの要請は、上記PC社に関わるものです。Blueville地方税務当局は現在上記期間の所得税申告書を調査しています。


PC社はコンピュータ産業のハイテク機器の輸入を業務としこの機器を同社の国内の子会社に販売しています。税務調査中に、ある銀行口座（口座番号： 001 678 543 the State Bank, 1 Bank Street Freedom City 34001 Y国。）への資金の入金が判明しました。われわれは、この口座の名義人がPC社株式の65%を所有し同社のexecutive managerであるジョン・スミス氏（TIN 57 06 2345、生年月日 1957年6月15日、住所 1 Blue Street, Blueville 10003）であり、この口座に入金された資金はX国で課税されるものでありながら無申告であると考えます。 



そこで、調査対象期間について、以下の情報の提供を要請致します。


PC社またはジョン・スミス氏によって直接的または間接的に使用されたと見られる口座番号001 678 543に関する銀行勘定照合表を含む銀行記録。 



さらに情報が必要な場合には、グリーンまでご連絡ください。電話番号：1234567 ファックス番号12344568。この要請を受領した旨お知らせください。またいつごろ情報を頂けるかもお知らせいただければ幸いです。


この要請は両国間の租税条約第26条に基づくものであり提供された情報は同条項で規定されている方法によってのみ使用されます。 



敬具


X国の権限ある当局


発信元




送付先
Y国の権限ある当局
X国の権限ある当局

租税課長

租税課長　殿
567 Free Street 

1234 Tax Boulevard

Freedom City 34002 Y国
Capital City 21001 X国
電話：



ファックス：

連絡先： Mr. フリード

2004年6月6日
権限ある当局　御中
件名： X国とY国の間の租税条約第26条に基づく貴署からの情報提供の要請


貴署参照番号  CA/1001 94 U



納税者 PC社


納税者番号 89 67 89 02



56 A street



Blueville 10001

情報が要請された課税年度：

01/10/00-30/09/01

01/10/01-30/09/02

01/10/02-30/09/03



2004年1月10日、貴国は両国間の租税条約第26条に基づき、PC社または同社のexecutive managerであるジョン・スミス氏によって直接的または間接的に使用されたと見られる銀行口座に関する情報の提供を要請されました。



口座番号n（001 678 543）の銀行記録を同封いたします。当方の銀行口座の中央ファイルによれば、ジョン・スミス氏は92年8月5日に他の口座を開設しています。City Bank支店 56 City Street Freedom City 口座番号n° 001 725 613。


この情報は上記第26条に基づき提供するものでありその使用は同規定によってカバーされています。提供情報の有用性についてフィードバックをお願いしたいと思います。


敬具


Y国の権限ある当局 

添付書類：

銀行口座 State Bank n° 001 678 543

36の 銀行勘定照合表の写し 

銀行口座 City Bank n° 001 725 613

17の 銀行勘定照合表の写し 
要請に基づく情報交換の例

以下は、典型的な要請を例示したものである。
例 1：国内への貸付
A国の居住者である納税者Tは、B国の居住会社であるC社から受けた融資に対し利子を払っている。TはC社の受益者ではないと主張しているが、税務調査官はTがC社の受益者で、「貸付」は、実際にはA国で稼得した無申告の所得を本国に送り返そうとしたのではないかと疑っている（例えばC社がいかなる貸付担保も要求していないこと、あるいは、貸付条件が非関連当事者間で通常合意される貸付条件から逸脱していることなどから）。 

権限ある当局は以下の情報を要請するであろう。
· 関連する年度におけるC社の会計記録/財務諸表
· 関連する契約書および振替の証拠となる銀行情報、C社の銀行口座の署名カードの写し
· 財務諸表からC社が当該貸付の実行に必要な資本を有していないことが窺われる場合、資金の出所を示すあらゆる文書
· C社の株主および/または受益者の身元情報 

· C社の会社設立書類
例 2： 海外への貸付 

居住納税者Tが、B国の居住会社であるC社に貸付を行っている。異常な与信条件から、TはC社とつながりがあり、C社は他の者へバックトウバック貸付を通常の与信条件で行い、これによって多額の利益をC社にシフトしているのではないかとの疑いが持たれる。
権限ある当局は以下の情報を要請するであろう。
· C社の会計記録/財務諸表
· 関連する契約書および貸付金の受領および使用に関する銀行勘定照合表

· C社の株主への配当支払明細または他の支払明細
· C社の株主に関する情報 

例 3： サービスのリインボイシング 
居住会社A社は、海外B国の居住会社C社から請求書の送付を受けたサービスに対して控除を要求している。しかし、A社を調査する調査官は、このサービスを行ったのは居住納税者Tであることを知る。Tの所得税申告書には、C社に提供したサービスに対する所得だけ記載されており、また、TのC社への請求額は、C社のA社への請求額よりはるかに少ない。税務調査官は、Tの暮らしぶりが申告所得をはるかに超えていることから、C社はリインボイス・エージェントの役目を果たしているだけではないかと疑った。調査官は、C社はそのリインボイスサービスに対し、Tに少額の手数料のみ請求し、Tの申告額とC社のA社への請求額との差額（マイナス手数料）は、B国の居住銀行にTが保有する銀行口座に支払われたのではないかと疑っている。（この仕組みのバリエーションとして、TがC社の従業員であると称して、その給与所得だけを課税所得として申告することもあり得ることに注意。） 

権限ある当局は以下の情報を要請するであろう。
· C社により雇用されている者の名前および住所
· C社へのTのインボイスおよびTへのいかなる支払い
· 調査対象年度におけるC社のTに関するすべての支払い債務
· C社の会計および財務記録（特にC社からTへの振替を示す銀行記録）

例 4：導管会社を利用した輸出入取引 

居住会社Tは、B国の居住会社C社から、その製造事業に使用する電子部品を購入している。T社を調査している税務調査官は、C社のT社への請求金額が同産業における比較可能な価格を超えているために疑いを抱く。税務調査官は、この請求金額が部品メーカーへのC社の支払額を著しく上回っているのではないかと疑っている。税務調査官はさらに、実は、C社は代理店の役目を果たしその架空の利益がT社に関連する第三者に支払われているのではないかと疑っている。 
権限ある当局は以下の情報を要請するであろう。
· 直接の輸入/輸出またはC社を経由した輸入/輸出についての情報（運送業者のインボイス、通関書類）

· C社の建物施設および倉庫の規模および業務に関する情報（例えば建物施設の規模および支払賃貸料の額を示す賃貸契約書の写し）

· C社の従業員数に関する情報 

· C社の代理として行動する人々に関する情報、彼らの報酬、実際の給与および社会保障費
· C社の会計記録/財務諸表 

· C社が独立の代理店であると主張する場合：代理店で働く人々に関する情報、名前、住所、彼らの報酬、実際に支払われた給与および社会保障費の証拠。

B国の権限ある当局から提供された情報に基づいて、税務調査官は、C社が仕入れと販売の差額（マイナス少額の手数料）を、T社の単独の株主であるAがB国の居住銀行に保有する口座に預け入れたことを証明できる。Aはこれらの支払を所得申告書で開示していなかった。  


























































































� See also Article 5、 paragraph 6、 sub-paragraph b） Model Agreement
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